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ある学校の屋上からの風景です。 

手前には熊本城と藤崎台球場、奥には阿蘇山を望み、同時に九州新幹線が見えることも。 

春と夏は、高校野球のアナウンスを聞きながらの勤務です。 

 

令和４年(２０２２年）５月２０日（金） 

水前寺共済会館・YouTube Live 配信 
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御   挨   拶 

 

 

 本日 熊本県教育委員会後援のもと、３年ぶりに対面にて春季研修会が開催されま

すことに、喜びと同時に皆様方の御協力にたいへん感謝申し上げます。 

 新型コロナウィルスの猛威により研修形態も大きく変化し、コミュニケーションを

取る事も難しい状況になりました。 

そんな時だからこそ、柔軟な発想を持つ事務職員が必要とされています。 

 事務職員協会も対面研修やリモート研修等、色々な方法を検討し、できることを取

り組んで参ります。 

 今回の研修を通し、多くの会員のスキルアップが図れることを期待しています。 

 併せて、事務職員協会では個々の自己研鑽が様々な研修形態で実施できるよう工夫

をしています。 

 

 本日の研修も学校人事課様の全面協力のもと、課長講話や班長の実務研修等を計画

しています。 

 また、各地域でのコミュニケーションの促進が図れるよう様々な取組みを試行錯誤

しています。アイデア等がございましたら、執行部へ御提案をお願いします。 

 事務職員協会は皆さんの会ですので、忌憚のない御意見をお待ちしています。 

 

 最後になりますが、今日一日有意義な研修になりますことを祈念し挨拶とします。 

  

 

 

   令和４年（２０２２年）５月２０日 

 

                熊本県公立学校事務職員協会 

                       会長  中村 真哉 
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令和４年度（２０２２年度） 

熊本県公立学校事務職員協会春季研究会要項 

 

１ 目的 熊本県公立高等学校・特別支援学校における教育の諸問題につ

いて研究協議し、学校事務の合理化を図り、学校事務職員の資質

を高め、もって学校教育の目的遂行に寄与する。  

 

２ 主催 熊本県公立学校事務職員協会  

  共催 熊本県教育委員会 

  後援 熊本県学校事務研究協議会  

 

３ 期日 令和４年（２０２２年）５月２０日（金） 

 

４ 開催方法 会場への参集、ライブ配信及びオンデマンドによる視聴  

（後日録画を視聴）によるハイフレックス型 
・会  場 水前寺共済会館グレーシア １階 芙蓉の間 

・配信方法 YouTube Live配信 

※県立学校は教育文化ネットワーク又は学習系ネットワ

ークの回線から接続をお願いします。（行政の仮想モー

ドからは接続できません。） 

 

５ 日程 

（１）会場：受付〔２５分〕       １２：３０～１２：５５ 

   配信：視聴開始・待機        １２：４０～１３：００ 

 

（２）教育研究団体助成金交付式〔１０分〕１３：００～１３：１０ 

   （公財）日本教育公務員弘済会熊本支部  様 

 

（３）開会〔１５分〕          １３：１０～１３：２５ 

    ・会長挨拶【録画視聴・配信】  

・熊本県教育委員会挨拶【録画視聴・配信】 

・熊本県公立高等学校長会挨拶【録画視聴・配信】 

（来賓紹介） 

 

（４）教育委員会講話          １３：２５～ 

     演題「働き方改革と事務職員の役割」 

     講師 学校人事課長   鍬本 亮太 様 

 

休憩〔１５分〕 

 

 （５）実務研修                  ～１５：３０ 

   Ⅰ 演題「事務職員の人事・人材育成について」 

     講師 学校人事課学校改革・総務班長 永田 明也 様 

    

Ⅱ 演題「給与関係実務演習」 

講師 学校人事課給与班長       堀  愼介 様  
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（６）令和３年度（２０２１年度）全国公立高等学校事務職員協会   
事務職員研修復講〔１０分〕    １５：３０～１５：４０  

熊本県立八代清流高等学校  小馬田郁子 事務主査 
熊本県立熊本高等学校   井鍋 裕子 事務主査 

 

（７）その他〔５分〕         １５：４０～１５：４５ 

諸連絡 

 

（８）閉会                    １５：４５ 

休憩〔１５分〕 

 

○総会〔４０分〕            １６：００～１６：４０ 

 

１ 開会 

 

２ 会長挨拶 

 

３ 令和３年度（２０２１年度）会務報告 

 

４ 議長選出 

 

５ 議事 

（１）令和３年度（２０２１年度）事業報告 

（２）令和３年度（２０２１年度）決算報告及び監査報告  

（３）協会費案について 

（４）役員改選 

（５）令和４年度（２０２２年度）事業計画案 

（６）令和４年度（２０２２年度）予算案 

（７）その他 

  

６ 閉会 
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1

働き方改革と
事務職員の役割

令和４年（２０２２年）５月２０日
熊本県教育庁教育総務局学校人事課

鍬本 亮太

令和４年度（2022年度）熊本県公立学校事務職員協会春季研究会

今日、お話したいこと

① なぜ、働き方改革が必要なのか?

② 働き方改革推進のカギとなるＤＸと
は?

③ 学校事務職員にとっての働き方改革
とは?

1
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2

１ー１ 2040年の姿

2

自治体戦略2040構想研究会第一次報告（平成30年4月）

１ー１ 2040年の姿

3

熊本県人口ビジョン（平成27年10月）
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3

１ー１ 2040年の姿

4

自治体戦略2040構想研究会第一次報告（平成30年4月）

• 2040 年には、標準的規模の小学校（12～18 学級、40 人/
学級）を維持するために必要な 5～14 歳の人数（800～
1,200人）を大きく下回る（500人未満）市区町村が 531 団体
（31.6％）に上ると見込まれる。学校が小規模化すると、学
校運営上の課題や児童生徒への影響が懸念される。

• 児童生徒数の減少に伴い、小中学校・高校は減少傾向。
近年、年間 500 校前後の公立小中学校・高校が廃校と
なっている。統合により、都道府県が給与を負担する教員
は減少する一方、市町村には新たな施設・設備の整備費
用や通学のための費用が発生する。

１ー１ 2040年の姿

5

自治体戦略2040構想研究会第一次報告（平成30年4月）

• 学校施設は 1970～1980年代に急速に整備したため、経
年 25年以上の要改修施設が約 7 割（65.5％）を占め、その
多くは 2040 年には改築の対象（経年50年以上） になる。
平準化を図りながら計画的に更新を進める必要がある。

• 小中学校・高校の床面積は自治体が保有する公共施設全
体の約 5 割を占める。地域のコミュニティの中心である余裕
教室や廃校施設を、地域の課題解決のため有効に活用し
ていく必要がある。
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4

自治体戦略2040構想研究会第二次報告（平成30年7月）

6

１ー１ 2040年の姿

7

自治体戦略2040構想研究会第二次報告（平成30年7月）

新たな自治体行政の基本的考え方
• ワークライフバランスやワークライフミックスを実現しやすい地方圏にお

いては、定年後だけなく定年前から、新たな活躍の場や豊かな生活環
境を求める人材が移住しやすい環境を整備していくことが重要。

• 自治体が住民サービスを持続的、かつ、安定的に提供していくために
は、ＡＩやロボティクスによって処理することができる事務作業は全てＡＩ・
ロボティクスに任せ、職員は職員でなければならない業務に特化するこ
とが必要。

• 従来の半分の職員でも自治体として本来担うべき機能が発揮でき、量
的にも質的にも困難さを増す課題を突破できるような仕組みを構築する
必要がある。
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5

１－２ 若手の意識の変化

（資料出所）総務省統計局「労働力調査特別調査」総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」
8

１－２ 若手の意識の変化

公益財団法人日本生産性本部「2017年度新入社員秋の意識調査」

9
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6

１－２ 若手の意識の変化

2021年度 新入社員意識調査（東京商工会議所）

10

１－２ 若手の意識の変化

企業リサーチサイト「Vorkers（ヴォーカーズ）」が行った「退職理由に関する調査レポート」

11
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7

１－３ 働き方改革プラン
熊本県の公立学校における働き方改革推進プラ
ン（令和２年８月 熊本県教育委員会）

目的
• 教職員が心身ともに健康でワーク・ライフ・バ
ランスを実現しながら、子供たちと向き合う時
間を確保し、やりがいを持って効果的な教育活
動を持続的に行うことができる環境の実現

12

２ー１ 自治体におけるＤＸ

地方公共団体におけるデジタル・ガバメントの推進
• 本格的な人口減少社会となる 2040 年頃を見据え、希少化

する人的資源を本来注力するべき業務に振り向けるため、
地方公共団体の業務の在り方そのものを刷新することが必
要。

• AI や RPA などのデジタル技術は地方公共団体の業務を改
善する 有力なツールであり、限られた経営資源の中で持続
可能な行政サービスを提供し続けていくために今後積極的
に活用すべきもの。

13

デジタル・ガバメント実行計画（令和2年12月25日閣議決定）
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8

２ー１ 自治体におけるＤＸ

自治体におけるＤＸ推進の意義
• 自らが担う行政サービスについて、デジタル技術

やデータを活用して、住民の利便性を向上させる。

• デジタル技術や AI 等の活用により業務効率化を
図り、人的資源を行政サービスの更なる向上に繋
げていく。

14

自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）
推進計画（総務省、令和2年12月25日）

２－２ ＤＸとは
Digital Transformation
（デジタルトランスフォーメーション）

• 企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、
• データとデジタル技術を活用して、
• 顧客や社会のニーズを基に、
• 製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとと
もに、

• 業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風
土を変革し、競争上の優位性を確立すること。

経済産業省（2018）「デジタルトランスフォーメーション
（DX）を推進するためのガイドライン」

15
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9

２－２ ＤＸとは

16

２－２ ＤＸとは
デジタイゼーション
（Digitization）

• 紙や対面で
行っていた手
続を単にオン
ラインででき
るようにする
など、従来の
やり方をデジ
タルに置き換
える

デジタライゼーション
（Digitalization）

• デジタルを前
提とした次の
時代の新たな
社会基盤を構
築する

デジタルトランス
フォーメーション（Ｄ
Ｘ）

• デジタル化に
合わせて制度
や組織の在り
方等を変革し
ていく

17

ペーパレス
システム
構築

電子決裁

電子ファ
イリング
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10

２ー３ ＤＸの推進

自治体の AI・RPA の利用推進
• 自治体の定型的な業務の効率化については、業

務プロセスの見直しや情報システムの標準化・共
通化など、根本的な対応策を検討し、その上で
RPA の利用による自動化を行うことが有効。

18

自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）
推進計画（総務省、令和2年12月25日）

２ー３ ＤＸの推進

テレワークの推進
• テレワークは、ICT を活用して時間や場所を有効に活

用できる柔軟な働き方であり、職員一人ひとりのライフ
ステージに合った多様な働き方を実現できる「働き方
改革」の切り札。

• ICT の活用により業務の効率化が図られることで 行政
サービスの向上にも効果が期待されるとともに、今般の
新型コロナウイルス対策においては、感染拡大の未然
防止や行政機能の維持のための有効な手段。

19

自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）
推進計画（総務省、令和2年12月25日）
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11

３－１ 事務職員の役割

20

チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について
（平成27年12月21日中央教育審議会答申）

３－１ 事務職員の役割

• 事務職員は、学校運営事務に関する専門性を有し
ている、ほぼ唯一の職員である。

• 教育委員会によっては、学校組織マネジメントを効
率的・効果的に行うための学校経営職員として位
置づけ、総務・財務等に関する事務以外の職務
（地域連携や学校評価、危機管理等）にも事務職
員が積極的に携わっている例も見られる。

• 今後、事務職員には、その専門性等も生かしつつ、
より広い視点に立って、副校長・教頭とともに校長
を学校経営面から補佐する学校運営チームの一
員として役割を果たすことが期待される。

21

チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について
（平成27年12月21日中央教育審議会答申）
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12

３－１ 事務職員の役割
• グループ＝人の集合体
• チーム ＝目的の達成を目指す人の集合体
（目的を共有し、役割を分担して、互いに助け
合おうという関係性を持った人の集合体）

グループ チーム

22

マネジメント

３－１ 事務職員の役割
• 学校教育法（昭和22年法律第26号）
第37条 小学校には、校長、教頭、教諭、養護教諭及び

事務職員を置かなければならない。

14 事務職員は、事務をつかさどる。

※平成29年（2017年）3月の学校教育法改正
により、「事務に従事する」から変更。
（「教諭は、児童の教育をつかさどる。」と同等）

第60条 高等学校には、校長、教頭、教諭及び事務職
員を置かなければならない。

（第62条により、第37条14項は高等学校に準用）

23
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13

３－１ 事務職員の役割
• 学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11号）

第82条 高等学校には、事務長を置くものとする。

２ 事務長は、事務職員をもつて、これに充てる。

３ 事務長は、校長の監督を受け、事務職員その他
の職員が行う事務を総括する。

24

３－１ 事務職員の役割
義務教育諸学校等の体制の充実及び運営の改善を図るための公立義務
教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律等の一部を
改正する法律等の施行について（通知）（平成 29 年 3 月 31 日付け 28 
文科初第 1854 号文部科学事務次官通知））

• 学校におけるマネジメント機能を十分に発揮でき
るようにするため、学校組織における唯一の総
務・財務等に通じる専門職である事務職員の職務
を見直すことにより、管理職や他の教職員との適
切な業務の連携・分担の下、その専門性を生かし
て学校の事務を一定の責任をもって自己の担任事
項として処理することとし、より主体的・積極的
に校務運営に参画することを目指すものである。

25
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14

３－２ 事務職員と働き方改革

• 誰一人取り残すことのない、持続可能で多様性と
包摂性のある社会の実現に向け、学習指導要領
前文において「持続可能な社会の創り手」を求める
我が国を含めた世界全体で、SDGs（持続可能な開
発目標）に取り組んでいる中で、

• ツールとしての ICT を基盤としつつ、日本型学校
教育を発展させ，2020 年代を通じて実現を目指す
学校教育を「令和の日本型学校教育」と名付け、ま
ずその姿を以下のとおり描くことで、目指すべき方
向性を社会と共有することとしたい。

26

令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引
き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～（令和３年１月２６日
中央教育審議会答申）

３－２ 事務職員と働き方改革

（２）教職員の姿
• 教員養成、採用、免許制度も含めた方策を通じ、多様

な人材の教育界内外からの確保や教師の資質・能力
の向上により、質の高い教職員集団が実現されるととも
に、

• 教師と、総務・財務等に通じる専門職である事務職員、
それぞれの分野や組織運営等に専門性を有する多様
な外部人材や専門スタッフ等とがチームとなり，個々の
教職員がチームの一員として組織的・協働的に取り組
む力を発揮しつつ，校長のリーダーシップの下、家庭
や地域社会と連携しながら，共通の学校教育目標に
向かって学校が運営されている。

27

令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引
き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～（令和３年１月２６日
中央教育審議会答申）

0785033
長方形

0785033
タイプライターテキスト
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３－２ 事務職員と働き方改革

４．「令和の日本型学校教育」の構築に向けた今後の方
向性

（２）連携・分担による学校マネジメントを実現する

• 学校内においては、教師とは異なる知見を持つ外部
人材や、スクールカウンセラー、スクールソーシャル
ワーカー等の専門スタッフなど、多様な人材が指導に
携わることができる学校を実現することが求められる。
また、事務職員が校務運営に参画する機会を一層拡
大し、主体的・積極的に財務・総務等に通じる専門職と
しての役割を果たすことが期待される。

28

令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引
き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～（令和３年１月２６日
中央教育審議会答申）

３－２ 事務職員と働き方改革

６．遠隔・オンライン教育を含む ICT を活用した学び
の在り方について

（２）ICT の活用や、対面指導と遠隔・オンライン教育
とのハイブリッド化による指導の充実

⑧ICT 人材の確保

• また、事務職員についても、ICT を活用した教育
活動に必要な人的・物的資源等の調整・調達など
を通して積極的に参画できるよう、ICT に関する研
修等の充実を図ることが重要である。

29

令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引
き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～（令和３年１月２６日
中央教育審議会答申）
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３－２ 事務職員と働き方改革

熊本県の公立学校における働き方改革推進プラン（令和
２年８月 熊本県教育委員会）【ＩＣＴ関連】

30

３－３ 自分でできる働き方改革
（1）「時間泥棒」の退治
（例）

○メール
・本数1/2×時間1/2×分量1/2＝１／８
・短く、明確に、結論を先に、件名に用件（件名の
ルール化も）。ため込まない。

○資料（書類）
・作成回数1/2×作成時間1/2×分量1/2＝１／８
・「少ない資料はよい資料」絞り込み、エッセンスを端
的に

・多くなるなら箇条書き等で読みやすく
・様式の定型化、共有化

31
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３－３ 自分でできる働き方改革
（2）「私生活の時間」をつくり出す

• 仕事と私生活は相乗効果の関係Work Life Integration
• 私生活の時間（家庭サービス、趣味、地域活動の他、
リフレッシュの時間）を積極的に。

• ただ、「私生活の時間」のために、仕事の信頼は失わ
なにように（仕事を抱え込まない、普段から周囲をカ
バー）

• ウェルビーイング（well-being）実現を。（自分の幸福
＝家族の幸福＝県民（子どもたち）の幸福）

ユニセフの「子どもの幸福度」ランキング（2020年9月）で、日本は
身体的健康（38か国中1位）、精神的健康（38か国中37位）

32

おわりに
① なぜ、働き方改革が必要なのか?
→ ワークライフバランスの実現、人口減少の

中での仕事の在り方そのものの変革
② 働き方改革推進のカギとなるＤＸとは?
→ データとデジタル技術を活用して価値を創

造
③ 学校事務職員にとっての働き方改革とは?
→ チーム学校において、ICT活用など積極的に

学校運営に参画することで、県民総幸福量
の最大化を

33
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Kumamoto Prefecture

事務職員の人事・人材育成について

令和４年５月 学校人事課学校改革・総務班

Kumamoto Prefecture

教育行政(教育事務)職 人事・人材育成基本方針

１ 教職員としての基本的資質
・ 教育的愛情と人権感覚
・ 使命感と向上心
・ 組織の一員としての自覚

２ 教職員としての専門性
・ 児童生徒理解と豊かな心の教育
・ 学習の実践的指導力
・ 保護者、地域住民との連携

『くまもとの教職員像』
～「認め、ほめ、励まし、伸ばす」くまもとの教職員

0785033
長方形

0785033
タイプライターテキスト
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Kumamoto Prefecture

②育成
期間

③評価

・ 学校運営への参画拡大に向けた業務内容の見直し

・ 市町村立学校、県立学校、事務局など多様な職域（職種）を経験させることを基本
・ ジョブローテーションを通じた幅広い視野・知識習得（教育行政職としての基盤づくり）

・ 経験年数や地域の実情に応じた専門性を高めるための研修の実施
・ ジョブローテーションと連動した研修の実施
・ ＯＪＴやＯＦＴの推進

※ OJT=on the job trainingの略で職場内訓練のこと。反対にOFTは職場外訓練のことを指す。

・ 地方公務員法改正による新人事評価制度の有効活用 ・評価制度の見直し

①採用

概
ね
10
年
間

● 採用枠の拡大を目指す

● 障がい者就労枠の確保

● 人材育成を重視したジョブローテーションの実施（※採用～概ね10年間）

● 人材育成の推進体制の整備

● 実効性のある研修の実施

● 人事評価制度の活用・充実

Kumamoto Prefecture

・ 再任用制度の活用
・ ベテラン職員を対象とした研修の実施

◆ 県立学校・市町村立学校職員
○ 事務主査・事務主任（※地域に根ざした事務職員）

◆ 県立学校・市町村立学校職員
○ 事務主査・事務主任（※地域に根ざした事務職員）

◆ 行政管理職
〇 本庁課⾧・審議員

◆ 行政管理職
〇 本庁課⾧・審議員

◆ 教員管理職
〇 校⾧・副校⾧・教頭

◆ 教員管理職
〇 校⾧・副校⾧・教頭

◆ 市町村立学校事務⾧
〇 学校事務センター（主任）事務⾧

◆ 市町村立学校事務⾧
〇 学校事務センター（主任）事務⾧

◆ 県立学校事務⾧
〇 県立学校審議員・（主任）事務⾧

◆ 県立学校事務⾧
〇 県立学校審議員・（主任）事務⾧

行
政
等
と
の
交
流

（
事
務
局
、
国
、
市
町
村
な
ど
）

行
政
等
と
の
交
流

（
事
務
局
、
国
、
市
町
村
な
ど
）

④配置・処遇

⑤退職

● 能力・意欲に応じた活躍の分野 11年目
～20年目

● 再任用職員のキャリア活用
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Kumamoto Prefecture

ジョブローテーションの状況
１ 教育行政職・教育事務職採用と学校事務等採用の状況（Ｒ４の所属）

教育行政・教育事務 学校事務等 計

人数 割合 人数 割合 人数 割合

行政 39 6% 41 6% 80 12%

県立 87 13% 151 23% 238 37%

市町村立 121 19% 206 32% 327 51%

合計 247 38% 398 62% 645 100%

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

教育行政・教育事務採用

学校事務等採用

行政 県立 市町村立

Kumamoto Prefecture

２ 教育行政職・教育事務職の状況（Ｒ４の所属）

0 5 10 15 20 25 30 35 40

H25(10年目)

H26(9年目)

H27(8年目)

H28(7年目)

H29(6年目)

H30(5年目)

H31(4年目)

R2(3年目)

R3(2年目)

R4(1年目)

行政 県立 小中

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4
計

10年目 9年目 8年目 7年目 6年目 5年目 4年目 3年目 2年目 1年目

人数

行政 5 5 7 4 3 7 2 1 3 2 39

県立 12 10 10 11 6 8 14 9 4 3 87
小中 18 20 16 9 6 15 10 9 9 9 121

計 35 35 33 24 15 30 26 19 16 14 247

割合

行政 14% 14% 21% 17% 20% 23% 8% 5% 19% 14% 16%

県立 34% 29% 30% 46% 40% 27% 54% 47% 25% 21% 35%
小中 51% 57% 48% 38% 40% 50% 38% 47% 56% 64% 49%
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Kumamoto Prefecture

３ 教育行政職・教育事務職の経験校種（H25～H28採用）
H25 H26 H27 H28

計
10年目 9年目 8年目 7年目

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

３校種 行政・県立・小中 10 29% 9 26% 9 27% 5 21% 33 26%

２校種

行政・県立 4 11% 0 0% 1 3% 1 4% 6 5%

行政・小中 0 0% 5 14% 4 12% 1 4% 10 8%
県立・小中 21 60% 21 60% 18 55% 17 71% 77 61%

計 25 71% 26 74% 23 70% 19 79% 93 73%

１校種

行政 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0%

県立 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0%
小中 0 0% 0 0% 1 3% 0 0% 1 1%

計 0 0% 0 0% 1 3% 0 0% 1 1%
合計 35 100% 35 100% 33 100% 24 100% 127 100%

0 5 10 15 20 25 30 35 40

H25（10年目）

H26（9年目）

H27（8年目）

H28（7年目）

３校種（行政・県立・小中）

２校種（行政・県立）

２校種（行政・小中）

２校種（県立・小中）

１校種（小中）

Kumamoto Prefecture

教育行政・教育事務職員として求められる能力

～本県教育委員会の求める事務職員像～

①課題を認識し取り組む能力

②コミュニケーション能力

③積極的な実践能力

自ら考えてチャレンジし、

積極的に協働しながら、

高い意識を持って実践する職員

0785033
長方形
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Kumamoto Prefecture

① 課題を認識し取り組む能力
自らの業務における課題
・ 学校における総務・財務のプロとしての能力
・ 自らの担当業務のプロとしての能力
・ 自らの業務における課題を把握し解決に向かって取り組む能力

学校（組織）の課題
・ 学校（組織）の課題を把握
・ 学校（組織）の方向性を認識
・ 学校（組織）運営への参画

Kumamoto Prefecture

② コミュニケーション能力
他者とのコミュニケーション
・ 上司への報告・連絡・相談
・ 同僚・教員との連携
・ 近隣校（他校）とのつながり
・ 教育庁や出納機関への相談
・ 保護者、PTA、出入り業者への対応
コミュニケーションにおける対応力
・ 伝えたいことを的確にわかりやすく説明できる能力
・ 相手に対し信頼感を与える人間性
・ 組織で対応する意識（一人で抱え込まない）
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長方形

0785033
タイプライターテキスト
25



6

Kumamoto Prefecture

③ 積極的な実践能力
自らの業務に対する知識
・ 関係法令・条例規則等の知識
・ 各種制度・マニュアルの知識
・ 会議や研修での知識
課題に対する処理能力
・ 事務処理能力（文書作成、PCスキル）
・ 情報収集能力
・ スケジュール管理
・ 各種整理能力
・ 迅速な対応、前向きな行動力

0785033
長方形
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教人第１０４５号  

平成２９年１１月２２日  

本庁各課長 

地方機関長         

県立学校長     様 

教育事務所長 

山鹿市教育長 

 

 熊本県教育長 宮尾 千加子    

 

教育行政（教育事務）職に係る人事・人材育成基本方針について 

（通知） 

本県教育委員会では、教育を取り巻く状況の変化に的確に対応していくため、

平成２５年度から「学校事務職」については、「教育行政・教育事務職」に改め、

教育全般に係る様々な課題に対応できる人材を確保することとしました。 

また、本年４月の学校教育法改正により、事務職員の職務規定が「事務に従

事する」から「事務をつかさどる」に見直され、主体的な学校運営への参画が

求められているところです。 

こうしたことから、今般、事務職員の意識改革を促すとともに、教育庁全体

として人材育成に取り組んでいくための基本方針を別紙のとおり定めましたの

で通知します。 

 近年、学校における働き方改革が大きな社会問題となっている中、「チーム学

校」がより有効に機能するために、主体的に学校運営に参画する事務職員を育

成する意識を全職員が持つことで、事務職員の意識向上はもちろん、本県教育

全体の活性化にもつながるものと考えます。 

各所属長におかれては、教育行政・教育事務職の人事・人材育成につきまし

て、今後とも御理解、御協力をいただきますようよろしくお願いします。 

 なお、各所属長におかれては、貴管下の職員に周知いただくとともに、各教

育事務所長におかれては、市町村教育委員会を通じ貴管内の教職員に、山鹿市

教育長におかれては、貴管下の教職員に周知願います。 

 

 

 
〒862-8609 

熊本市中央区水前寺 6丁目 18番 1号 

熊本県教育庁教育総務局学校人事課総務係 

TEL 096-333-2692  

FAX 096-383-3915 

0785033
タイプライターテキスト
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教育行政（教育事務）職員向け 

 

教育行政（教育事務）職 人事・人材育成基本方針 

 

Ⅰ 本県事務職員の現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 本県教育委員会の求める事務職員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）教育課題の複雑化・多様化  （２）大量退職・大量採用時代の到来 

（３）定型化した業務              （４）人事異動の硬直化 

（１）学校の組織運営改革（チーム学校）への積極的対応 

（２）計画的人材育成による事務職員の資質・能力の向上 

（３）学校経営参画につながる職務の拡大 

（４）人事異動・交流（ジョブローテーション）の活性化に資する人事制度の構築 

１教職員としての基本的資質 

・教育的愛情と人権感覚 

・使命感と向上心 

・組織の一員としての自覚 

２教職員としての専門性 

・児童生徒理解と豊かな心の教育 

・学習の実践的指導力 

・保護者、地域住民との連携 

『くまもとの教職員像』 

～「認め、ほめ、励まし、伸ばす」くまもとの教職員 

課 題 

現 状 

0785033
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教育行政（教育事務）職員向け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・再任用制度の活用 

・ベテラン職員を対象とした研修の実施 

 

◆県立学校・市町村立学校職員 

○事務主査・事務主任（※地域に根ざした事務職員） 

●採用枠の拡大を目指す 

●障がい者就労枠の確保 

②育成 

 期間 

③評価 

 

●人材育成の推進体制の整備 

・学校運営への参画拡大に向けた業務内容の見直し 

●人材育成を重視したジョブローテーションの実施（※採用～概ね１０年間） 

・市町村立学校、県立学校、事務局など多様な職域（職種）を経験させること

を基本 

・ジョブローテーションを通じた幅広い視野・知識習得（教育行政職としての

基盤づくり） 

●実効性のある研修の実施 

・経験年数や地域の実情に応じた専門性を高めるための研修の実施 

・ジョブローテーションと連動した研修の実施 

・ＯＪＴやＯＦＴの推進 

※OJT=on the job trainingの略で職場内訓練のこと。反対にOFTは職場外訓練のことを指す。 

●人事評価制度の活用・充実 

・地方公務員法改正による新人事評価制度の有効活用 ・評価制度の見直し  

 

●再任用職員のキャリア活用 

 ④配置・処遇 

 

●能力・意欲に応じた活躍の分野 

⑤退職 

 

11年目 

～ 20年目 

 

①採用 

概

ね 

10 

年 

間  

 

◆行政管理職 
〇本庁課長・審議員 

◆教員管理職 
〇校長・副校長・教頭 

◆市町村立学校事務長 
〇学校事務センター（主任）事務長 

◆県立学校事務長 
〇県立学校審議員・（主任）事務長 

行
政
等
と
の
交
流
（
事
務
局
、
国
、
市
町
村
な
ど
） 

Ⅲ 具体的な取組み 
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令和４年度（２０２２年度）
熊本県公立学校事務職員協会
春季研究会 実務演習

給与編

令和4年5月 学校人事課 給与班

第１問

あなたは、熊本県立阿蘇中央高等学校の主任事務職員で
す。あなたの給料月額が定められている条例は?

①熊本県一般職の職員等の給与に関する条例
②熊本県立学校職員の給与に関する条例
③熊本県市町村立学校職員の給与に関する条例
④どれでもない

0785033
長方形
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2

第２問

「給料」と「給与」。違いはある?

①ある
②ない

第３問（扶養手当）

職員の被扶養者（4月1日～無職）が失業保険を受給し
た。日額5,000円で受給期間は6月15日～8月25日だった。
どうする?

①扶養手当を停止しない（無職だから）
②扶養手当を停止しない（向こう1年間が130万円未満だから）
③扶養手当を停止する（7月停止／日額が基準を超過）
④扶養手当を停止する（4月停止／失業保険の受給要件の起算日）
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3

第４問（特殊勤務手当）

年次有給休暇（終日）を取得した日に２時間（17時00分～
19時00分）の部活動指導を行った職員がいる。
この学校の勤務時間は8時20分～17時05分。どうする?

①部活動手当を支給する
②部活動手当を支給しない
③指導時間が正規の勤務時間外であることが確認できれば、
部活動手当を支給してもいい
④よく分からない

第５問（退職手当）

令和4年3月31日付けで定年退職した教諭が、令和4年4月
1日から1年間講師として勤務することとなった。
定年退職に伴う退職手当（22,000,000円）はいつ支払うこ
とになる?

①定年退職日から１ヶ月以内（2,200万円）
②講師としての退職日から１ヶ月以内（2,200万円）
③講師としての退職日から１ヶ月以内（講師の給料月額で再計算）
④よく分からない
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4

第６問（再任用職員の給与）

再任用職員の給与において、支給されない手当は次の５つ
のうちどれ?（正解は４つ）

①住居手当
②扶養手当
③単身赴任手当
④へき地手当
⑤退職手当

0785033
長方形

0785033
タイプライターテキスト
33



令和３年度事務職員研修復講 

熊本県立熊本高等学校 事務主査 井鍋裕子 

 

〇研修日程   

１ 期 日  令和４年１月１２日（水） 

２ 開催方法  Zoomでのオンライン研修 

３ 趣 旨  学校や事務室全体の成果に向けて一人一人が率直な意見、素朴な

疑問、違和感の指摘等を気兼ねなく言えるような事務室をつくるため

「心理的安全性」確保の手法を学ぶ。そして、コミュニケーションスキル

やチームワークの向上を図り「信頼の事務室づくり」を構築できる次世

代リーダーの育成を図る。 

４ 参 加 者  ６６名 

 

〇研修内容 

 １ 講演「信頼の事務室づくり 

            ～心理的安全性がチームを活性化させる～」 

                （講師：総合教育コンサルティング 前田 京子 様） 

  ◇講義の目的 

【リーダーシップを発揮する】 

        ・心理的安全性への深い理解を得る。 

        ・心理的安全性の実践を通して価値観の変容を得る。 

        ・チーム活性化から、職場や学校に貢献する人財を育成する。 

        ・信頼の事務室づくり実現のヒント、具体策を得る。 

  

 心理的安全性とは？  

組織やチーム全体の成果に向けた、率直な意見、素朴な質問、そして違和感の指摘

がいつでも、誰もが気兼ねなく言えること。 

心理学用語で、「チームのほかのメンバーが自分の発言を拒絶したり、罰したりしな

いと確信できる状態。」 →人間関係の悪化を招くことがないという安心感の共有 

 

(心理的安全性の高い組織の効果)          (心理的安全性の低い組織の弊害) 

                  

             

          心理的安全性 ＝ ぬるい職場ではない  生産性アップ、業務の連携が大事！ 

・パフォーマンスが向上し、業績や成果につ

ながる 

・コミュニケーションが活発になる 

・エンゲージメント（愛着心・思い入れ）が高

まる 

・４つの不がつきまとう 

無知・無能・ネガティブと思われる不安 

邪魔をしているのではないかという不安 

・ミスが許されない職場の方がミスが多

発する。 → 重大な事故、トラブルへ 

0785033
タイプライターテキスト
34



心理的安全性の「４つの因子」 

 

 

 

 

 

心理的安全性を創造する 

  ・リーダーがチームに弱みをさらけ出す  

・・・のび太力をあげる（助けてもらう、相手より一枚薄く鎧を着る） 

  ・愚痴や不満を建設的な言葉で言い換え、本音、真心で話す 

  ・アサーティブコミュニケーションを心がける 

  ・感謝の気持ちを見える化する。 

 

 アサーティブコミュニケーションって？  

  好意の反報性・・・好意をもってくれる相手には好意を返したいと思う心理のこと。 

 

  ●対人関係におけるコミュニケーションは、アサーティブコミュニケーションが基本スキル 

 

アサーティブコミュニケーション  基本編 

① （クリアリング）聴く  自分の気持ち、相手の気持ちの探求   ②話す 自分を軸にして  

③  聴く（訊く）  相手を軸にして   ④検討、検証  お互いにとって良い結果になるように 

⑤  再度聴く、話す    ⑥ お礼と完了 

 

応用編 

① 自分を主語にして話す・・・私は～してくれると嬉しい（助かる）  → お礼 

② NO と言いたい時・・・まずお礼→ 現状を伝える→ 今回は行けません→ 未来を創る 

③ 言いにくい時・・・前置きして会話を始める。 「話し合いの空気を壊すようで悪いのですが」等 

 

 コミュニケーションって？     自分を取り巻くすべての物事とのやりとり 

   場（スペース）を創るコミュニケーションは未来志向で取り組みましょう。 

 

 ２ グループ討議 

    ・役割、討議テーマを５分で決める。 

       （司会、タイムキーパー、書記、発表者、トリックスターなど） 

                                       まとまり出した意見をひっくり返す役 

    ・テーマは、講義の内容を踏まえて各班で設定 × ２回 

 

 

     コロナ渦でのコミュニケーションの取り方は？ 

        ・一緒に何かをする「私たち」というイメージが大事！ 

        ・チーム「事務室」の考え方 

④ 話しやすさ 

「何を言っても大丈夫」 

③ 助け合い 

「困った時はお互い様」 

② 挑戦 

「とりあえずやってみよう」 

① 新奇歓迎 

「異能、どんとこい」 

最後の質問コーナーより 
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